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○平成２１年度の営業環境をみると、欧米先進国の金融

　 危機は収束に向かったが、世界景気は新興国を除き

低迷した。福島県経済も、製造業は回復に転じたが、

非製造業は総じて低迷を続けた。この間、県内の企業

倒産は小康状態で推移した。
　　　

○当行の２２年３月期決算は黒字に復帰した。即ち、昨年

　 ３月期は金融危機の直撃を受け７年ぶりの最終赤字を

　 余儀なくされたが、当期は前年比３５億円の大幅増益と

　 なり、３億円の最終黒字を確保した。

〇これは、不良債権処理費用は若干増加したが、有価証券

　 関係の損益が金融市場の安定化から大幅に改善した

（前年▲４５億円→当期▲１１億円)ことが主因である。

　 －債券５勘定は５億円の益超に転化（前年▲２１億円）、

株式３勘定も▲１６億円（同▲２４億円）と改善。　　

○ただ、当期の営業は、国債等の売買や投信等の窓販は

　 市場環境の好転もありまずまずであったが、主力の貸出

が資金需要低迷、貸出競争激化から減少し、貸出金利

　 も低下するなど、低調であった。

○財務内容は引続き改善した。２２年３月末の不良債権は

　 １９６億円と前年比９億円減少し、不良債権比率は４．３８

　 ％に低下した（前年４．５４％）。一方、自己資本比率は

９．７５％に上昇した（前年９．６５％）。　　

○２３年３月期については、不良債権処理費用と株式償却

　 の減少から最終利益１５億円と増益を見込んでいる。

　 配当については、１株あたり年１円５０銭に増配することを

　 予定している。

　 －２２年３月期は当初予定どおり年１円配当の方針。　　　

１．要約
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22年3月期 21年3月期 前年比

経 常 収 益 15,823 14,985 838

経 常 利 益 85 ▲ 3,934 4,019

純 利 益 300 ▲ 3,286 3,586

経 常 収 益 18,320 17,606 714

経 常 利 益 241 ▲ 3,796 4,037

純 利 益 388 ▲ 3,285 3,673

単　体

連　結

　２２年３月期決算

（単位：百万円）



（単位：億円）（１）預金

前  年 前年比%

個 人 ▲ 39 2 4,581 ▲ 0.9

一 般 法 人 13 ▲ 21 892 1.5

地 公 体 等 ▲ 3 ▲ 22 225 ▲ 1.7

流 動 性 63 ▲ 28 1,968 3.3

定 期 性 ▲ 93 ▲ 13 3,730 ▲ 2.4

▲ 30 ▲ 41 5,699 ▲ 0.5

増     減 ２２/３月末残高

預
金
者
別

期
間
別

合 計

２．営業
２１年度の預金動向
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○預金は２１年度中３０億円減少し、２２年３月末の

　 残高は５，６９９億円、前年比０．５％減となった。

○預金者別にみると、一般法人預金が増加した一方、

　 個人預金は減少した。

○期間別にみると、流動性預金が増加した一方、

　 定期性預金は減少した。

（２）窓販

○２１年度の窓販は下期に入り回復に転じた。

　 とくに投信は６９億円と前年（４２億円）をかなり

上回った。

○３月末の預り資産残高は、投信の市況回復も

　 あって、７３８億円と前年を１２．５％上回った。

２１年度の窓販動向

前  年 前年比%

69 42 389 24.2

22 18 270 1.8

8 11 78 2.6

100 72 738 12.5

窓    販    額  ２２/３月末預り資産残高

投 信

保 険

公 共 債

合 計

（単位：億円）



　 　（単位：億円）

前　年 前年比%

37 73 1,419 2.7

住 宅 ロ ー ン 46 87 1,273 3.8

▲ 63 ▲ 62 2,540 ▲ 2.4

うち保証協会 2 60 510 0.5

55 19 347 19.1

▲ 41 73 4,458 ▲ 0.9

地 公 体

そ の 他 と も 合 計

増      減 ２２/３月末残高

消 費 性

事 業 性

（３）貸出 　　　２１年度の貸出動向

○貸出は２１年度中４１億円減少し、３月末の残高は

４，４５８億円、前年比０．９％減となった。

○３月末の貸出平均金利（残高ベース）は２．３６２％と

資金需要の低迷、銀行間の競争激化を映じ、前年比

　 ０．１５６％ポイント低下した。

○貸出内容をみると、住宅ローンと地方公共団体向け

　 は増加したが、事業性は減少した。
　　　
○中小企業向け貸出は、２１年度中８０億円減少し、３月末

　 の残高は１，９４２億円、前年比４．０％減となった。

これは、企業が景気の見通し難から設備投資等に慎重　

　 な構えを崩していないほか、手許流動性が比較的高い

　 こともあって、銀行に対する借入需要が低迷したことに

　 よるとみられる。

○なお、２１年度の預貸率は末残７８．２％（前年７８．５％）、

　 平残７７．０％（同７６．６％）となった。
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事業性貸出の動向
　　　 （単位：億円）

増　減 残　高

うち中小企業 うち中小企業 うち中小企業

▲ 309 ▲ 264 2,666 2,054 ▲ 10.4 ▲ 11.4

▲ 62 ▲ 31 2,603 2,023 ▲ 2.3 ▲ 1.5

▲ 63 ▲ 80 2,540 1,942 ▲ 2.4 ▲ 4.0

 上期 ▲ 56 ▲ 44 2,547 1,978 ▲ 2.1 ▲ 2.2

 下期 ▲ 7 ▲ 36 2,540 1,942 ▲ 2.4 ▲ 4.0

２１ 年 度

１９ 年 度

２０ 年 度

残高前年比％

（注）中小企業貸出には個人企業向け事業性貸出を含む。

　　　



　

前　年 前年比%

債　　券 49 ▲ 90 890 5.8

株　　式 0 ▲ 15 65 ▲ 0.1

投信等 2 ▲ 28 59 3.8

合　　計 51 ▲ 133 1,015 5.3

２２/３月末残高増    減

（４）有価証券
　　（単位：億円）

　　　　

２１年度の有価証券動向

　　

　　　「その他有価証券」の含み損益

債　券 株　式 投信等

２０/３月末 ▲ 4,621 ▲ 1,371 ▲ 2,083 ▲ 1,166

２１/３月末 ▲ 3,532 ▲ 114 ▲ 1,438 ▲ 1,979

２２/３月末 ▲ 718 381 ▲ 234 ▲ 865

最近( ４月末) ▲ 174 555 30 ▲ 760

合　計

　（単位：百万円）

○有価証券は債券を中心に２１年度中５１億円増加し、

　 ３月末の残高は１，０１５億円、前年比５．３％増となった。

○保有債券の中では事業債が増加。債券のデュレーション

　 （残存期間）は２．０年と若干短期化（前年２．３年）｡

〇保有株式のうち、持合上場株は銀行株を中心に減少

（３月末２１銘柄 ４３億円、前年比５銘柄５億円の減少）。　

○３月末の「その他有価証券」の含み損は７億円に減少

（前年３５億円）。

○なお、２１年度の預証率は末残１７．８％（前年１６．８％）、

　 平残１９．２％（同１９．２％）となった。
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前　年 前年比%

35 ▲ 53 713 5.2

う ち 国 債 32 ▲ 105 508 6.9

          事業債 78 5 111 3.3倍

13 ▲ 36 176 8.4

▲ 58 ▲ 119 156 ▲ 27.1

134 ▲ 33 447 42.7

70 52 174 67.4

▲ 97 10 111 ▲ 46.5

49 ▲ 90 890 5.8

２１年度中増減 ２２/３月末残高

 外  国  債

残
存
期
間
別

１年未満

１年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上

 国　内　債

合　　　　　　　計

発
行
者
別

保有債券の内訳
　（単位：億円）



３．損益
２２/３月期 ２１/３月期 前年比

資金利益 10,348 10,223 125

10,429 11,065 ▲ 636

1,574 1,296 278

1,549 2,138 ▲ 589

役務取引等利益 807 916 ▲ 109

1,808 1,907 ▲ 99

　うち窓販手数料 445 407 38

1,001 991 10

債券５勘定※　　　　　Ａ 583 ▲ 2,174 2,757

うち売却損益 893 61 832

　　債券償却 297 1,977 ▲ 1,680

その他の業務収益 466 0 466

7,736 7,430 306

3,438 3,545 ▲ 107

3,754 3,397 357

実質業務純益　　　 　Ｂ 4,479 1,549 2,930

3,896 3,724 172

貸出金利息

有価証券利息配当金

預金利息

受入手数料

支払手数料

 コア業務純益　　　Ｂ-Ａ　

 人 件 費

 物 件 費

 営業経費

（単位：百万円）

（１）業務純益

○実質業務純益(一般貸倒引当金を除く業務純益）は４４億円

　 と前年を２９億円上回った。これは、市場金利低下の中、

　 債券売却益などの債券５勘定が大幅に改善した（前年

▲２１億円→当期５億円）ことが主因。　　

○相対型営業の成果を示すコア業務純益（債券５勘定を

　 除く実質業務純益）も３８億円と前年を１億円上回った。

　

〇ただ、コア業務純益の基調は不芳。

　　・貸出金利息は前年比６億円の減少。貸出利回りの低下

　　　（２．４３％、同０．１４％ポイント低下）が主因だが、貸出

　　 平残の減少（４，３４６億円、同３６億円減）も影響。

　・有価証券利息配当金は前年比２億円の増加。

　 ・預金利息は前年比５億円の減少。預金利回りの低下

　　　（０．２７％、前年比０．１０％ポイント低下）が主因。

　 ・窓販手数料は前年比微増。

　 ・その他業務収益は貸出売却益から前年比４億円の増加。

　 ・営業経費は前年比３億円の増加。店舗リニューアル、

　　　事務機器の更新に伴う物件費の増加による。
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※債券５勘定＝国債等債券売却益、償還益、売却損、償還損、償却



２２/３月期 ２１/３月期 前年比

4,479 1,549 2,930

2,892 2,712 180

貸倒引当金繰入（△戻入） 1,307 △ 261 1,568

貸出金償却・売却損 1,584 2,974 ▲ 1,390

株式３勘定※ ▲ 1,632 ▲ 2,447 815

うち売却損益 13 20 ▲ 7

     株式償却 1,645 2,468 ▲ 823

85 ▲ 3,934 4,019

償却債権取立益 434 233 201

固定資産処分損 65 28 37

固定資産減損損失 131 15 116

300 ▲ 3,286 3,586

 実質業務純益

 不良債権処理費用

 純利益

 経常利益　

（単位：百万円）（２）純利益

○経常利益は８５百万円と前年を４０億円上回った。

これは実質業務純益が増加したうえ、株式の償却が

　 減少した(前年２４億円→当期１６億円）ことによる。

　－株式償却の問題は、市況の極端な悪化がない限り、

当期で一段落と思われる。
　

〇不良債権処理費用は２８億円と前年比１億円の増加。

当行の不良債権処理費用は不良債権残高の減少から

　 基調的には減少過程にあるが、当期は大口倒産の影響　

　 で若干の増加。

　 （注）穴吹工務店が昨年１１月会社更生法を申請（当行の

　　 同社向け債権１９億円）。回収見込額が不明なため

一般貸倒引当金を含め約２５億円を引当処理。

○この結果、最終損益である純利益は、償却済債権の回収

　 ４億円などを加え、３億円と前年（▲３２億円）を３５億円　

上回り、２年ぶりに黒字に復帰した。
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　※株式３勘定＝株式等売却益、売却損、償却

　　　



４．不良債権

○２２年３月末の不良債権（金融再生法開示基準）は　

　 １９６億円と前年比９億円の減少。

　－破産更生等債権は増加したが、危険債権と要管理

　 債権が減少。

○与信残高は４，４８８億円と前年比４４億円の減少。

○この結果、３月末の不良債権比率は４．３８％と

　 前年比０．１６％ポイント低下した。

○不良債権比率は低下傾向を続けているが、低下

　 テンポは近年鈍化している（１５ページ参照）。

　 また、不良債権から正常債権へのランクアップが

　 少ない一方、逆にランクダウンの動きは高水準を

続けており、中小企業の業況は依然厳しいように

　 窺われる。
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22/3月期 21/3月期 20/3月期

　正常債権への

  上方シフト
▲ 14 ▲ 39 ▲ 16

　正常債権からの

  下方シフト
65 65 74

　償　　　却 ▲ 20 ▲ 50 ▲ 43

　売　　　却 0 0 ▲ 10

　返済・回収 ▲ 39 ▲ 38 ▲ 45

　合　    計 ▲ 9 ▲ 62 ▲ 40

２２/３月末 ２１/３月末 前年比

196 205 ▲ 9

 破産・更生等債権 116 105 11

 危険債権 74 88 ▲ 14

 要管理債権 6 11 ▲ 5

 正常債権 4,291 4,326 ▲ 35

4,488 4,532 ▲ 44

4.38% 4.54% ▲0.16%

 不良債権（A）

 不良債権比率（A/B）

 総与信（B）

（単位：億円） （単位：億円）

不良債権の増減要因



（単位：百万円、％）

○業種別の不良債権比率をみると、製造業が低下した一方、建設業、不動産業、サービス業は

　　依然高水準となっている。

A 前年比 B 前年比 B／Ａ 前年比

製造業 34,147 1,234 1,362 ▲ 1,082 3.9 ▲ 3.5

建設業 27,684 ▲ 4,424 2,850 19 10.2 1.4

情報通信業 2,881 13 167 ▲ 3 5.7 ▲ 0.2

運輸業・郵便業 15,414 2,567 272 ▲ 326 1.7 ▲ 2.9

卸売業・小売業 43,249 2,296 2,767 ▲ 815 6.3 ▲ 2.4

金融業・保険業 22,689 ▲ 11,959 21 ▲ 13 0.0 0.0

不動産業・物品賃貸業 45,602 14,222 4,810 2,077 10.5 1.8

各種サービス業 57,823 ▲ 6,220 4,966 ▲ 451 8.5 0.1

国・地方公共団体 39,277 4,580 - - - -

個人その他 157,118 ▲ 6,414 2,327 ▲ 279 1.4 ▲ 0.1

 合  計 445,884 ▲ 4,105 19,546 ▲ 869 4.3 ▲ 0.2

業　種
貸　出　残　高 リスク管理債権残高 不良債権比率
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（注）日本標準産業分類の改訂に伴い、２１年６月末から業種の分類を変更しており、不動産業・物品賃貸業と

　　　各種サービス業については前年と連続しない。

業種別の不良債権動向（２２年３月末）



51

40

27
28

0.91

1.11

0.61 0.66

0

20

40

60

80

19/3月期 20/3 21/3 22/3

0.0

0.5

1.0

1.5
（億円） （％）

与信費用比率＝
　与信費用

　貸出（平残）

与信費用

（注）与信費用＝貸倒引当金繰入額＋貸出金償却＋債権売却損

○不良債権に対する担保・保証、引当金による保全状況

をみると、２２年３月末の保全率は９１．１％に達しており、

不良債権に対する備えは十分。

○２２年３月期の与信費用比率は０．６６％（前年０．６１％）

　 と依然高水準。
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担保・保証 引当金

破 産・ 更 生 等 債 権 116 116 91 25 100.0

危 険 債 権 74 59 40 18 79.8

要 管 理 債 権 6 3 3 0 62.3

合 計 196 179 134 44 91.1

保全額
Ｂ

保全率 %
Ｂ/Ａ

不良債権額
Ａ

（単位：億円）

不良債権の保全状況（２２年３月末）



５．自己資本

○２２年３月末の自己資本（ＢＩＳ国内基準）は３１１億円と

前年比２億円の減少。これは劣後債の減少によるもので、

　 中核的自己資本であるＴｉｅｒⅠは内部留保の増加から

　 ２４２億円と前年比２億円の増加。

　 （注）劣後債については、４０億円を期限前償還する一方、

　　　　 ３７億円を発行（２２年３月）。

〇リスクアセットは貸出の減少から５７億円の減少。

○この結果、３月末の自己資本比率は９．７５％（前年

　 ９．６５％）、TierⅠ比率は７．６０％（同７．４０％）に上昇。

○なお、「その他有価証券」の含み損を考慮した「実質

　 自己資本比率」は９．５２％（前年８．５６％）、「実質ＴｉｅｒⅠ

比率」 は７．３７％（同６．３１％）と大幅な上昇。
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22/3月末 21/3月末 前年比

311 313 ▲ 2
TierⅠ（中核的資本）　　B 242 240 2
TierⅡ（補完的資本） 69 73 ▲ 3

うち劣後債 37 40 ▲ 3
控除項目 ▲ 1 - ▲ 1

3,189 3,246 ▲ 57
信用リスクアセット 2,965 3,008 ▲ 43

うち貸出 2,480 2,583 ▲ 103
オペレーショナルリスクアセット 223 237 ▲ 14

9.75 9.65 0.10

7.60 7.40 0.20

　自己資本                       A

　リスクアセット 　　　 　       C

　TierⅠ比率　　　　 　    B／C 

　自己資本比率　　　     A／C

（単位：億円、％）

22/3月末 21/3月末

9.72 9.59

7.58 7.35

9.50 8.51

7.35 6.27  実質ＴｉｅｒⅠ比率

  自己資本比率

  ＴｉｅｒⅠ比率

  実質自己資本比率

(参考）　連結ベース

9.52 8.56 0.96

7.37 6.31 1.06

　実質自己資本比率

　実質ＴｉｅｒⅠ比率

（単位：％）

（単位：％）



　 　

○２２年３月末の統合リスク量は１１７億円と前年比４４億

円の減少。

－金融市場の安定化から市場リスクと金利リスクが

　　 大幅に減少。

○自己資本の余裕度をみると、ＴｉｅｒⅠ（２４２億円）に対

　 し統合リスク量は１１７億円にとどまっており、貸出など

　 営業活動を展開していくうえで自己資本上の制約は

　 現状ない。

○アウトライヤー規制における３月末の金利リスク量は

　 ５２億円（前年６２億円）と自己資本の１６．８％（同

　 １９．９％）に収まっている。
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（注）統合リスク量＝信用リスク、市場リスク、金利リスク、オペレーショナルリスク
　　　　　　　　　　　　 の単純合計。
　　・信用リスク、市場リスク、金利リスクはＶａＲ（一定期間に一定確率で被り得る

最大損失額）による。
　　　ＶａＲの計測方法ー観測期間１年、信頼水準９９％、保有期間は次のとおり。
　　　　　　 信用リスク：１年（２４０日）
　　　　　　 市場リスク：政策投資株式・満期保有目的債券・仕組ローン各１２０日

売買目的有価証券１０日、その他有価証券６０日
　　　　　　 金利リスク：半年（１２０日）
　　・オペレーショナルリスクは基礎的手法（年間業務粗利益の１５％）による。

52
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41

55

30

17
15

26

15

19

20

0

100

200

20/3月期 21/3 22/3

金利リスク

信用リスク

市場リスク

オペレーシ
ョナルリスク

225

240 242

79

12595

130
117

161

リスク
バッファー

統合リスク

ＴｉｅｒⅠ

(億円）

統合リスクとＴｉｅｒⅠ



６．今期の業績予想
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　21/3月期
　　実  績

　22/3月期
　　実  績

　23/3月期
　　予  想

経 常 収 益 14,985 15,823 14,000

経 常 利 益 ▲ 3,934 85 1,200

純 利 益 ▲ 3,286 300 1,500

経 常 収 益 17,606 18,320 16,500

経 常 利 益 ▲ 3,796 241 1,200

純 利 益 ▲ 3,285 388 1,500

単
　
体

連
　
結

　21/3月期
　　実  績

　22/3月期
　　実  績

　23/3月期
　　予  想

不 良 債 権 比率 4.54 4.38 4％程度

自 己 資 本 比率 9.65 9.75 10％程度

不 良 債 権 比率

自 己 資 本 比率 9.59 9.72 10％程度

単
体

連
結

（損益）

（財務内容）

（単位：百万円）

（単位：％）

○２３年３月期については、純利益１５億円程度（前期　

３億円）と増益を予想している。

　 －不良債権処理費用と株式償却が減少の見込み。

　 －２３年３月の株価は２２年４月末で横ばいと前提。

○２３年３月末の不良債権比率は４％程度、自己資本　

比率は１０％程度とそれぞれ一段の改善を見込んで

　 いる。

○こうした業績予想を前提に、２３年３月期の配当は

　 １株当り年１円５０銭に増配することを予定している。

　 －２２年３月期については当初予定どおり年１円配当

の方針。

２３年３月期予想

　22/9月期
　　予  想

　前年同期
　  実　績

経 常 収 益 7,000 7,446
経 常 利 益 600 162
純 利 益 700 322
経 常 収 益 8,200 8,871
経 常 利 益 600 329
純 利 益 700 454

単
　
体

連
　
結

（参考）２２年９月中間期予想
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　（％）

貸出金利回り

預貸金利鞘

預金コスト

（１）収益性

0.79 0 .88
0 .78

0 .46
0 .62

0 .47

2 .45
2 .32 2 .36
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2 .12

2 .39

1 .66
1 .51 1 .54 1 .69 1 .65
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

17/3月期 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

（％）

資金運用利回り

資金調達原価

総資金利鞘

　　

　　①利鞘は貸出金利の低下から低下傾向。　
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0.79

0.47

７．やや長い目でみた動向
　　

（参考）預金利回り

0.270.370. 330.150.08

22/321/320/319/3 18/3月期

（参考）有価証券利回り

1.451.171.391.321.25

22/321/320/319/318/3月期
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13／3月期 14／3 15／3 16／3 17／3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

ROE＝
コア業務純益

株主資本(平残)

３０ ３２ ４４ ４１ ５９ ６３ ５９ ５０ ３７ ３８

コア業務純益

ＯＨＲ＝

営業経費

コア業務粗利益（コア業務純益＋営業経費）

（％）

② コア業務純益は近年減少。　ROE（株主資本利益率）、OHR（営業経費率）も近年悪化。

81.8
79.4

70.1
68.9

58.7

55.6

56.9
61.5

66.6

11.3

15.3

22.6
21.3

28.1
27.4

23.5

19.5

16.4

（億円）

66.4

コア業務純益
ＯＨＲ

40

80

50

60
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20

30

ＲＯＥ （％）

16.9

70

80

20

60



（２）健全性

　　

① 不良債権

　　・不良債権は大幅に減少（ピーク１３年９月末１，０４３億円→２２年３月末１９６億円）。

　　・不良債権比率も大幅に低下（ピーク１４年９月末１９．６％→２２年３月末４．３８％）。
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　（％）

不良債権

　総与信
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　不良債権

６４０

1,000

８３６
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４２７

３０７
２６７

２０５ １９６

4.54

5.99
6.5

9.0

13.2

15.3

18.7

19.5

11.4

4.38

不良債権 不良債権比率



　　

② 自己資本

　　・自己資本は外部調達、利益の内部留保から着実に増加。

　　・つれて自己資本比率も着実に上昇。
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0

2

4

6

8

10

12

（参考）資本の外部調達

　14年3月　第三者割当増資　　 146億円

　16年9月　新株予約権付社債　 20億円

　17年3月　劣後社債　　　　　　　 45億円

　18年9月　新株予約権付社債　 45億円

　22年3月　劣後社債　　　　　　　　37億円　

自己資本比率 ＝
自己資本

リスクアセット

　（億円）

313
303

353

305

297

224
221

218
244

5.4 5.5
6.0 6.1

8.0

8.6

9.9

9.11
9.65

311

　自己資本

9.75

　
（％）　自己資本比率

　自己資本



店舗名 営業店長 電話番号

渡利出張所 安田 行雄 ０２４－５２３－３３４１

山下町出張所 佐藤 哲也 ０２４－５３１－５３１１

泉出張所 長嶺 公木 ０２４－５５９－１２３１

福島西支店 渡辺 吉信 ０２４－５３４－７１５８

福島北支店 本名 勝幸 ０２４－５５３－５５６１

福島南支店 葛西 宏一 ０２４－５４５－３１１１

蓬莱出張所 岩本 学 ０２４－５４８－６３３１

笹谷支店 新田 孝喜 ０２４－５５８－１１３５

岡部支店 草野 真之 ０２４－５３１－８０８１

大森支店 和泉 好宏 ０２４－５４６－５９１１

八島田支店 熊坂 久幸 ０２４－５５８－６００１

飯坂支店 芳賀 良栄 ０２４－５４２－３２５１

保原支店 今村 正弘　 ０２４－５７５－３１０１

桑折支店 末永 秀一 ０２４－５８２－２２０７

川俣支店 林 昭夫 ０２４－５６５－２２１１

二本松支店 大井川 恵一 ０２４３－２２－２１５１

本宮支店 佐藤 善範 ０２４３－３４－３１６１

さくら通出張所 遠藤 秀典 ０２４－９３１－５６７０

芳賀支店 丹野 眞宏 ０２４－９５６－０１８８

開成支店 鈴木 重晴 ０２４－９２１－０３０１

大槻支店 織内 康司 ０２４－９５１－８５００

富久山支店 前野 博之 ０２４－９３４－１６２０

菜根支店 山本 利幸 ０２４－９２３－４５００

安積支店 小野 英典　 ０２４－９４５－５５３０

荒井支店 鈴木 岳伯 ０２４－９４６－１８５０

富田支店 佐々木 茂雄 ０２４－９５２－３９２２

須賀川支店 稲村 修 ０２４８－７５－２１５８

須賀川西支店 宮崎 浩行 ０２４８－７２－８８５５

県
　
　
　
　
　
　
北

県
　
　
　
　
中

０２４－５２５－２９１１本店営業部

郡山営業部 ０２４－９３２－１５００

常務取締役
和知 昭

取締役副社長
鎌田 秀美

（付） 営業店一覧(２２年５月１４日現在）

店舗名 営業店長 電話番号

矢吹支店 眞壁 孝文　 ０２４８－４２－３９１１

白河支店 吉田 直人 ０２４８－２４－１３１１

船引支店 熊坂 光幸 ０２４７－８２－１１５１

石川支店 安齋 健造 ０２４７－２６－２１２７

棚倉支店 後藤 秀之 ０２４７－３３－２２１１

矢祭支店 手代木 巧成 ０２４７－４６－３１４１

会津支店 佐藤 明則 ０２４２－２６－６３１１

門田支店 半澤 健一 ０２４２－２８－５１３１

猪苗代支店 黒須 正雄 ０２４２－６２－２０５４

喜多方支店 山口 啓二 ０２４１－２２－２１６３

相馬支店 上野 芳秀 ０２４４－３５－２１６１

原町支店 小石沢 好勝 ０２４４－２３－２１５８

浪江支店 小貫 博市 ０２４０－３４－３１８１

富岡支店 新田 廣行  ０２４０－２２－２１６１

四倉支店 田中 真一 ０２４６－３２－４１５１

平支店 鈴木 弘志 ０２４６－２３－３３３１

平東出張所 佐藤 善典 ０２４６－２１－５４１１

内郷支店 伊藤 伸一 ０２４６－２６－２０６１

湯本支店 山崎 光 ０２４６－４２－２１３８

小名浜支店 山﨑 英夫 ０２４６－５３－４１０１

植田支店 富山 浩明 ０２４６－６２－２１５１

仙台支店 佐藤 健市 ０２２－２２３－８１９１

黒磯支店 長谷川 正人 ０２８７－６２－１６２５

水戸支店 神谷 義晴 ０２９－２２４－５６０６

大宮支店 星　昌吾 ０４８－６４３－２８３０

県
　
外

県
　
　
南

浜
　
　
通
　
　
り

会
　
津
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本資料には、将来の業績に係る記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより異なる可能性があることにご留意ください。

～お問合わせ先～

株式会社福島銀行 　経営企画室長　渡辺敦雄

　　　　　　　　　　　　　　 広報担当　井上大樹

　　　　　　　　　　　　　　　 　同　　　　須藤祐介
TEL:    024-525-2525 （代）

FAX:    024-536-5338

E-Mail: keiki@fukushimabank.co.jp 

URL: http://www.fukushimabank.co.jp

以　上
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